
第 2 章

地域福祉の
現状等について

人口や福祉活動、地域福祉アンケート調
査などから地域福祉の現状等の課題把握
をします
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　令和 2 年（2020 年）の国勢調査において、本市の総人口は減少に転じました。高齢化率
は年々高くなっており、今後も人口減少及び少子高齢化が進展してくことが見込まれます。
　また、市独自で試算した推計によると、令和 42 年（2060 年）の本市の総人口は
135,832 人で、令和 2 年（2020 年）と比較して約 30.0％の減少が見込まれます。

　現役世代 1.4 人で 1 人の 65 歳以上の者を支える社会が到来します。

１ 人口、世帯等の状況

（１）人口の状況

■ 人口の推移

《参考》全国の高齢化の状況

少子高齢化が進展しており、人口減少も見込まれます。

70 年後は･･･

昭和 25年（1950年）

12.1 人

令和２年（2020年）

2.1 人

令和 42年（2060年）

1.4 人

40 年後は･･･

※参考　内閣府資料「令和４年版高齢社会白書」
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0～14歳（年少人口） 15～64歳（生産年齢人口） 65歳以上（老年人口） 老年人口割合

196,628 197,422 193,966 184,715
175,035 167,676

151,948
135,832

【資料】平成 22年（2010年）、平成 27年（2015年）及び令和 2年（2020年）国勢調査、令和 9年（2027年）
以降は市推計※国勢調査（合計に年齢不詳を含む）

　　　 なお、推計部分については、端数処理のため、年齢ごとの人口の合計が総数と一致しないことがあります。
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人口の推移等からみる課題
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　出生数から死亡数を引いた自然増減をみると、死亡数が出生数を上回る自然減で推移して
います。

　本市の合計特殊出生率は、ほぼ横ばいで推移しており、全国より高く、山口県より低くなっ
ています。女性人口（15 歳～ 49 歳）は減少しています。

■ 出生数と死亡数からみた自然増減推移

■ 合計特殊出生率及び女性人口（15 歳～ 49 歳）の推移
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(441) (376) (508) (433) (506) (557) (641) (729) (791) (771) (892)

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

500

1,000

1,500

2,000

22
2010

23
2011

24
2012

25
2013

26
2014

27
2015

28
2016

29
2017

30
2018 2019

2
(2020 )

【資料】（平成２２年（2010年）～令和元年（2019年））山口県統計年鑑、（令和2年（2020年））山口市住民基本台帳

【資料】厚生労働白書、山口市住民基本台帳、山口市域の合計特殊出生率、国勢調査
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　令和２年（2020 年）の本市の世帯数は 86,858 世帯で、平成 27 年（2015 年）と比べ、2,091
世帯、約 2.4％増加しています。一般世帯の１世帯当たりの人員は、2.15 人で、平成 27 年

（2015 年）と比べ、0.09 人減少しています。また、核家族世帯は全世帯数の半数以上を占
めています。

（２）世帯の状況

■ 世帯数の推移

81,103 84,767 86,858

2.34
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【資料】国勢調査

世帯当たりの人数

高齢者単身世帯数 941世帯

（平成 27年）

9,429 世帯

 （令和２年）

10,370 世帯

ひとり親世帯数 335世帯

（平成 27年）

6,903 世帯

 （令和２年）

7,238 世帯

【資料】国勢調査
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世帯数が増加しており、世帯規模の縮小が進行しています。
家庭内での支え合いが難しい世帯が増加しています。

高齢者単身世帯、ひとり親世帯等見守りや支援を必要とする世帯が
増加しています。

世帯の推移からみる課題

世帯累計型からみる課題
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　65 歳以上の高齢者数の増加に伴い、要支援・要介護認定者数、認定率は年々増加・上昇
が見込まれます。
　今後、高齢化が進むとともに、支援が必要な人の増加が見込まれます。

（３）支援を必要とする人の状況

■ 要支援・要介護認定者数の推移
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【資料】「第九次山口市高齢者保健福祉計画　第八次山口市介護保険事業計画 (令和３年３月 )」
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要支援・要介護認定者、障がいのある人、ひとり親世帯など、
様々な配慮や支援を必要とする人の増加が見込まれます。

統計等からみる課題
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　障害者手帳所持者数は、横ばい状態で推移していますが、手帳別でみると、身体障害者手
帳所持者数は減少傾向にあり、療育手帳所持者数、精神障害者保健福祉手帳所持者数が増加
傾向にあります。

　特別児童扶養手当の受給者数の推移をみると、増加傾向で推移しており、支援を必要とす
る障がい児が増加しています。

■ 障害者手帳所持者数の推移

■ 特別児童扶養手当受給者数の推移
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【資料】市障がい福祉課（　）内は、手帳所持者総数
　　　　なお、複数の手帳を合わせ持つ人がいるため、手帳所持者数の合計は、障がいのある人の実数とはなりません。
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【資料】市こども未来課　※支給停止中も含む
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　児童扶養手当受給者数の推移をみると、少子化とともに減少傾向にありますが、ひとり親
世帯は増加していることから支援が必要な子育て世帯は増加しています。

　生活保護受給世帯数は、ほぼ横ばい状態で推移しており、保護率は、国及び県平均を下回っ
ています。
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■ 児童扶養手当受給者数の推移

■ 生活保護受給世帯数の推移
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２ 社会問題等の状況

■ 児童虐待に関する相談件数等

■ 高齢者・障がい者虐待に関する通報・届出件数

■ ＤＶ相談件数

■ 成年後見センター・日常生活自立支援事業

児童虐待対応件数 136件

（平成 29年）

526件

 （令和 3年）

662件

養育に関する相談（児童虐待を含む） 50件

（平成 29年）

252件

 （令和 3年）

302件

【資料】市家庭児童相談室【資料】山口県こども家庭課

高齢者虐待通報・届出件数 15件

（平成 29年）

24件

 （令和 3年）

39件

障がい者虐待通報・届出件数 2件

（平成 29年）

5件

 （令和 3年）

3件

【資料】市障がい福祉課【資料】市高齢福祉課

ＤＶに関する相談（電話・面接） 38件

（平成 29年）

210件

 （令和 3年）

248件

【資料】市男女共同参画室

成年後見センター相談件数 143件

（平成 29年）

44件

 （令和 3年）

187件

日常生活自立支援事業

（平成 29年）

相談件数　83件

利用人数　138人

 （令和 3年）

 168 件

 155 人

【資料】市社会福祉協議会
【資料】市高齢福祉課

自殺者数（全体） 4人

（平成 29年）

29人

 （令和 3年）

25人

【資料】厚生労働省　自殺統計：地域における自殺の基礎資料（山口市数値）

支援対象者数 215件

（平成 29年）

115人

 （令和 3年）

330人

85件
17件

若年層の自殺者数

（平成 29年）

20歳未満　0人

20歳代　　1人

30歳代　　3人

 （令和 3年）

 3 人

 4 人

 5 人
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生活困窮に関する相談 809件

（平成 29年）

14,548 件

 （令和 3年）

13,739 件

【資料】パーソナル・サポートセンターやまぐち活動報告（山口市数値）

山口県内再犯者率 1.0%

（平成 29年）

52.2％

 （令和 2年）

53.2％

【資料】法務省調査（山口県数値）
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14,548 件

 （令和 3年）

13,739 件

【資料】パーソナル・サポートセンターやまぐち活動報告（山口市数値）

山口県内再犯者率 1.0%

（平成 29年）
52.2％

 （令和 2年）
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【資料】法務省調査（山口県数値）
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481人 234人）（

（平成 29年）
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児童虐待対応件数 136件

（平成 29年）

526件

 （令和 3年）

662件
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（平成 29年）

44件
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（平成 29年）
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 （令和 3年）
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【資料】市社会福祉協議会
【資料】市高齢福祉課
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※平成 29 年（2017 年）から令和３年（2021 年）までのデータを資料編 (P102 ～ P103) に掲載
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充実や支援機関の連携を強化していく必要があります。

統計等からみる課題



｜第 2 章｜　地域福祉の現状等について

― 19 ―

■ 生活困窮相談件数

■ 再犯防止を取り巻く現状

■ 自殺者数
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210件

 （令和 3年）

248件
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（平成 29年）
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330人
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14,548 件

 （令和 3年）

13,739 件
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（平成 29年）
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※平成 29 年（2017 年）から令和３年（2021 年）までのデータを資料編 (P102 ～ P103) に掲載

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

山
口
市
重
層
的
支
援
体

制
整
備
事
業
実
施
計
画

資
料
編



｜第 2 章｜　地域福祉の現状等について

― 20 ―

　本市の高齢化率は年々高くなり、後期高齢者の割合も大きくなります。

　地域別の高齢化率も年々高くなり、各地域の高齢化率には大きな格差がみられます。

３ 地域活動等の状況

（１）各地域の状況

■ 山口市の高齢化の状況

■ 地域別高齢化率の状況

20 年後は･･･

高齢化率（令和２年）

29.0％

前期高齢者割合 13.9％
後期高齢者割合 15.1％

【資料】令和２年（２０２０年）国勢調査
（年齢不詳を含む）

高齢化率（令和 2２年）

34.4％

前期高齢者割合 15.2％
後期高齢者割合 19.2％

【資料】令和２年（２０２０年）国勢調査に基づき市推計
（参考値）

阿東

徳地

仁保
宮野大殿

湯田

平川
大歳

小郡

秋穂二島

嘉川

陶
名
田
島

佐山

阿知須

吉敷
白石

小鯖

大内

阿東

徳地

仁保
宮野大殿

湯田

平川
大歳

小郡

秋穂
秋穂秋穂
二島

嘉川

陶
名
田
島

佐山

阿知須

吉敷
白石

小鯖

鋳銭司鋳銭司

大内

徳地

川東

徳地
令和22令和2

53.4% 60.8%

阿東
令和22令和2

58.3% 71.9%

中央
令和2 令和22

大殿
白石
湯田

27.9%
25.8%
29.1%

31.5%
36.8%
30.4%

鴻南
令和2 令和22

吉敷
平川
大歳

24.5%
19.2%
22.5%

36.1%
22.7%
27.5%

川西
令和2 令和22

嘉川
佐山
小郡

35.5%
35.7%
23.6%

31.0%
39.2%
30.9%

阿知須 31.8% 35.7%

川東
令和2 令和22

陶
鋳銭司
名田島

42.8%
49.8%
46.1%

43.4%
49.9%
53.4%

秋穂二島 45.0% 54.7%
秋穂 43.8% 51.0%

北東
令和2 令和22

仁保
小鯖
大内

46.3%
43.6%
25.5%

51.3%
47.9%
36.9%

宮野 28.9% 40.1%

【資料】令和２年（2020年）国勢調査、令和 2年（2020年）国勢調査に基づき市推計（参考値）
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広大な市域の中で、高齢化率は地域によって大きく異なりますが、
全ての地域において、高齢化の進行が見込まれます。

地域別人口統計からみる課題
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（２）地域を支える人の状況

■ 民生委員・児童委員及び福祉員の平均年齢が上がっています

■ 地域の担い手が減少しています

■ ボランティア数は増加傾向にあります

民生委員・児童委員（平均年齢）

（平成 28年）

65.5 歳

 （令和元年）

66.6 歳

福祉員（平均年齢）

（平成 29年）

62.4 歳

 （令和 2年）

65.7 歳

【資料】市社会福祉協議会【資料】市地域福祉課

※12月 1日時点 ※4月 1日時点

自治会加入率 3.9％

（平成 29年）

77.1%

 （令和 3年）

73.2%

【資料】市協働推進課

市社協にボランティア登録している人数

（平成 29年）

個人　　 533 人

団体　11,791 人

 （令和 3年）

 　 479 人

 16,086 人

【資料】市社会福祉協議会

54人
4,295人

老人クラブ

（平成 29年）

クラブ数　199クラブ

会員数　　7,886 人

 （令和 3年）

 187クラブ

 　6,851 人

【資料】市高齢福祉課

12クラブ
1,035人

すこやかボランティア数 118件

（平成 29年）

222人

 （令和 3年）

340人

【資料】市高齢福祉課

ふれあい・いきいきサロン数

（平成 29年）

266団体

 （令和 3年）

266団体

【資料】市社会福祉協議会

民生委員・児童委員（平均年齢）

（平成 28年）

65.5 歳

 （令和元年）

66.6 歳

福祉員（平均年齢）

（平成 29年）

62.4 歳

 （令和 2年）

65.7 歳

【資料】市社会福祉協議会【資料】市地域福祉課

※12月 1日時点 ※4月 1日時点

自治会加入率 3.9％

（平成 29年）

77.1%

 （令和 3年）

73.2%

【資料】市協働推進課

市社協にボランティア登録している人数

（平成 29年）

個人　　 533 人

団体　11,791 人

 （令和 3年）

 　 479 人

 16,086 人

【資料】市社会福祉協議会

54人
4,295人
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（平成 29年）
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会員数　　7,886 人
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 　6,851 人

【資料】市高齢福祉課

12クラブ
1,035人

すこやかボランティア数 118件

（平成 29年）

222人

 （令和 3年）

340人

【資料】市高齢福祉課

ふれあい・いきいきサロン数

（平成 29年）

266団体

 （令和 3年）

266団体

【資料】市社会福祉協議会

民生委員・児童委員（平均年齢）

（平成 28年）

65.5 歳

 （令和元年）

66.6 歳

福祉員（平均年齢）

（平成 29年）

62.4 歳

 （令和 2年）

65.7 歳

【資料】市社会福祉協議会【資料】市地域福祉課

※12月 1日時点 ※4月 1日時点

自治会加入率 3.9％

（平成 29年）

77.1%

 （令和 3年）

73.2%

【資料】市協働推進課

市社協にボランティア登録している人数

（平成 29年）

個人　　 533 人

団体　11,791 人

 （令和 3年）

 　 479 人

 16,086 人

【資料】市社会福祉協議会

54人
4,295人

老人クラブ

（平成 29年）

クラブ数　199クラブ

会員数　　7,886 人

 （令和 3年）

 187クラブ

 　6,851 人

【資料】市高齢福祉課

12クラブ
1,035人

すこやかボランティア数 118件

（平成 29年）

222人

 （令和 3年）

340人

【資料】市高齢福祉課

ふれあい・いきいきサロン数

（平成 29年）

266団体

 （令和 3年）

266団体

【資料】市社会福祉協議会

※「個人」は災害ボランティアを含む
※「団体」はボランティア団体に所属しているボランティア人数

※平成 29 年（2017 年）から令和３年（2021 年）までのデータを資料編 (P104) に掲載
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地域の活動者が減少傾向にあり、担い手の確保をしていく必要があ
ります。

統計等からみる課題
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①調査目的
　「山口市地域福祉計画・山口市地域福祉活動計画」の策定に当たり基礎的資料とすること

を目的として、前回策定時と同様に実施しました。
②調査件数
　・調査件数　18 歳以上の市民約 4,000 人
　・抽出方法　地区と年齢により区分したう

えで無作為に抽出
③調査方法
　・配布方法　依頼文と調査票を郵送
　・回収方法　返信用封筒を使用し郵送によ

り調査票を回収
④調査期間
　令和４年（2022 年）２月 28 日（月）～令和４年 (2022 年 ) ３月 18 日（金）

４ 地域福祉アンケート調査からみる市民意識

（１）調査の概要

（２）調査結果の概要

■ 回収結果 （単位：人、％）

区　分 前回
（平成 29 年 2 月）

今回
（令和 4 年 2 月）

総配布数 4,045 4,005
返送数 15 10
調査対象者 4,030 3,995
有効回答者 1,667 1,636
有効回収者 41.4％ 40.8％

「町内会・自治会」と「合併前の旧市町」
の回答が多く、全体的に回答が分散

「町内会・自治会」と約半数（54.4％）の
方が回答

■ 思い浮かべる地域 ■ 支え合い活動の地域

17.2%

25.7%

15.0%

11.8%

28.6%

1.0% 0.6%

7.3%
11.2%

10.6%

6.3%54.4%

9.5%

0.8%

山口市全域

山口市
全域

各地域交流
センター

各地域交流センター

小学校区
小学校区

町内会・自治会

町内会・自治会

班・組

班・組

その他 その他

山口、小郡、秋穂、
阿知須、徳地、阿東
の各地域

山口、小郡、秋穂、
阿知須、徳地、阿東
の各地域

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

山
口
市
重
層
的
支
援
体

制
整
備
事
業
実
施
計
画

資
料
編

一般的な地域の範囲と、支え合い活動の地域の範囲は必ずしも一致しません。
支え合い活動などを立ち上げていく際には、地域単位の範囲を考慮する必要があります。

支え合い活動の地域は、より小さな地域範囲
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「顔を合わせればあいさつする程度のつき
合いしかない」が最多

近所の子どもたちに気配りや声かけをし
ている人が減少傾向

■ 隣近所の方との付き合いの程度

■ 新型コロナ以降の町内行事や活動への参加

■ 近所の子どもたちに気配り、声かけしている人

■ 地域への貢献意欲を持つ人

0.8%

5.5%

3.1%

55.5%

11.9%

23.3%

0.2%

3.6%

2.9%

49.9%

14.5%

24.0%

0.0% 20 .0% 40 .0% 60.0%

平成29年 (2017年） 令和4年(2022年）

55.1%
50.4%

46.5%

0.0%

20.0 %

40.0 %

60.0 %いつも親しくつき合っている
隣近所の人がいる

留守にするときには
用が頼める隣近所の人がいる

顔を合わせればあいさつ
する程度のつき合いしかない

隣近所の人の顔は知っているが
声をかけたことはほとんどない

隣近所の人はほとんど
顔も知らない

その他

令和4年
（2022年）

平成29年
（2017年）

平成25年
（2013年）

0.0% 20 .0% 40 .0% 60.0%

平成29年 (2017年） 令和4年(2022年）

0.0%

40.0 %

20.0 %

60.0 %

80.0 %
いつも参加している

時々参加している

あまり参加していない

参加していない

令和4年
（2022年）

平成29年
（2017年）

平成25年
（2013年）

51.4%

20.8%

17.0%

10.8%

23. 2%

20. 9%

36. 2%

17. 9%

63.8% 60.6%
64.7%
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緩やかな近所付き合いは維持されていますが、近隣の子どもへの関わ
りは変化してきています。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響が大きく、町内行事や活動への
参加が大幅に減少しています。一方、地域への貢献意欲は維持されて
いるため、地域へ関心を高める働きかけの工夫が求められています。

近所付き合いは維持、近隣の子どもたちの関わりに変化

町内行事や活動への参加に与えた新型コロナウイルス感染症拡大の影響は大きい
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「地域の環境美化活動」や「祭りや運動会」
が支持

全体的にみた地域の住み心地の満足度は
約 8 割を超えている

「特に何もしたくない」人が青年層では約
４割（37.2％）

■ 参加したい町内や地域内の行事や活動 ■ 「特に何もしたくない人」項目（年齢階層別）
37.2%

29.6% 29.3%

0.0%

20.0%

40.0%

18～39歳 40～64歳 65歳以上

①空き缶の回収や清掃などの環境美化活
動（31.6％）

②町内のお祭りや運動会などの行事
（27.6％）

③趣味やスポーツなどのサークルでの活
動（19.6％）

※「特になにもしたくない」項目
平成 25 年（2013 年）調査 27.3％→平成 29 年（2017 年）調査 24.8％→令和４年（2022
年）調査 31.2％

■ 「地域の住み心地」に満足している人

81.6% 77.7% 80.8%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

令和4年
（2022年）

平成29年
（2017年）

平成25年
（2013年）

【満足層の割合が高い生活環境（肯定評価％）】
・買い物の便利さ（65.9％）
・病院や薬局が近くにあること（70.2％）
・教育機関が多い（62.7％）
・子どもを育てる環境（78.9％）

【不満層の割合が高い生活環境（否定評価％）】
・交通手段（49.6％）
・趣味やスポーツ・文化を楽しむ機会
　　　　　　　　　　　　　　（50.7％）
・老人ホームや介護施設などの充実
　　　　　　　　　　　　　　（41.2％）
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身近な地域で気軽に参加できる地域活動が支持されています。一方で、
「特に何もしたくない」人が約３割いることにも注意が必要です。

地域の環境美化活動や祭りや運動会などの活動をきっかけとした地域活動参加へ

全体的にみた地域の住み心地は高い満足感が維持されています。生活環境の満足度の
向上を図るには、年齢や居住地域によっても差があることを踏まえる必要があります。

全体的にみた地域の住み心地は高い評価
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永住意思を持つ人は 8 割を超えている

市社協の役割に「地域でのふれあい・助け合いを
進める活動」を求めている人が約４割

「生活の場としてだんだん良くなる地域だ」
に約半数の人が否定的な回答

■ 今後も住み続けたいという意思を持つ人

■ 市社協が重点を置くべきだと思う活動

■ 将来に対して楽観できないという意思を持つ人

《自由記述》
・市社協の活動内容の情報発信
・見守り活動などの地域福祉活

動の一層の充実
・認知症の当事者や家族支援
・自動車が運転できなくなった

際の移動支援
・買い物支援などの高齢者支援
・障がい者への支援の充実
・子ども食堂支援といった子ど

もに対する活動の充実

80.7% 77.2%
83.1%

0.0 %

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0% 56.1%
52.5%

56.2%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

令和4年
（2022年）

平成29年
（2017年）

平成25年
（2013年）

令和4年
（2022年）

平成29年
（2017年）

平成25年
（2013年）

2. 1%

15.7%

8. 5%

13.0%

17.7%

13.9%

16.7%

39.8%

42.4%

43.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

地域でのふれあい・助け合いを
進める活動

在宅で健やかに生活することを
支援する活動

生活や福祉に関わる相談活動

ボランティアの皆さんを応援する活動

児童・生徒・学生・社会人の皆さんの
福祉体験を応援する活動

福祉情報を皆さんに広く伝える活動

経済的に困っている方の
生活費用等を貸付する活動

福祉活動の財源を募集し
地域の福祉活動に配分する活動

災害時ボランティア活動

その他

80.7% 77.2%
83.1%

0.0 %

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0% 56.1%
52.5%

56.2%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

令和4年
（2022年）

平成29年
（2017年）

平成25年
（2013年）

令和4年
（2022年）

平成29年
（2017年）

平成25年
（2013年）
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地域に対する意識として、地域に対する愛着度や永住の意思は高い割合を示し
ています。生活の場として良くなるよう地域づくりに取り組む必要があります。

市社会福祉協議会には、地域でのふれあい、助け合いを進める活動、在宅で
の支援、相談活動などといった地域生活を支える役割が期待されています。

地域に対する強い愛着と今後も住み続けたいという意思は高い水準を維持

地域を支える役割が市社会福祉協議会に期待されている
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約７割の方が老後の不安を抱えている

住　民

社会福祉法人

行　政

健康と経済（生活費）の二つの面が
大きな不安要因

■ 老後の生活の不安

74.5% 76.6%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

令和4年
（2022年）

平成29年
（2017年）

《不安の内容》
「健康・からだのこと」（69.3％）
「生活費のこと」（46.5％）
「配偶者に先立たれたときのこと」（23.4％）
「家族のこと」（20.7％）

「多様な価値観の中でお互いを尊重し合う」（89.2％）
「隣近所との密接な関係を持つ」（85.0％）
「地域の課題を自分に当てはめ、共有し合う」（78.2％）

「気軽にサービスが利用できるように努める」（54.1％）
「利用しやすい施設などの充実を図る」（34.4％）
「専門職員などの人材の確保、育成に努める」（32.3％）

「困っている人と、助けることのできる人をとりもつ仕組みづくりや情報の提供をする」（35.4％）
「福祉活動への相談、支援の仕組みを充実していく」（29.7％）
「福祉活動に携わる人を育成する」（26.9％）

※上位三つまで

※上位三つまで

※上位三つまで
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老後の生活を安心して送ることができるような社会の実現が望まれます。

約７割の人が老後の生活に不安を感じている

住民、社会福祉法人、行政がそれぞれの役割のもと、協力・連携しながら、
地域福祉を推進する必要があります。

ともに助け合い、支え合う地域づくりのための役割（住民、社会福祉法人、行政）
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まとめ（地域福祉アンケートの分析）
～地域活動とともにある地域福祉活動に向けて～

　前回の計画策定時には思いもよらなかった新型コロナウイルス感染症の拡大（パンデ

ミック）によって、地域福祉活動にも大きな変化がもたらされました。高齢者の見守り

活動やふれあい・いきいきサロン活動、障がい者の様々な活動、子ども食堂なども軒並

み活動の中止や延期を余儀なくされました。未知の感染症拡大の前ではやむを得ないこ

とではありましたが、その影響は大きく、社会的に孤立を感じる人が増え、様々な問題

が起こりました。その後、多くの工夫を重ねることで、活動は少しずつ再開されていき

ました。依然として不安定な状況は続いていますが、地域での支え合い活動の大切さを

多くの人々が実感され、また普段からの地域でのつながりを持つことの必要性を再認識

されたのではないかと思います。このことは、集中豪雨などの災害時に急に対応しよう

としても難しいため、普段から地域でのつながりを持っておくことの重要性が指摘され

てきたこととも重なります。

　こうしたなかで実施された今回の調査結果では、親しく安定した近隣関係を持つ人の

割合は 3 割強となり、あいさつする程度の付き合いのある人を加えると 9 割を超える人

が何らかの近隣関係を持っていました。青年層でもその割合は 8 割弱となり、前回調査

と変わらず維持されていることが分かりました。一方で、近所付き合いは面倒だと思う

人の割合は全体で 4 割に迫り、青年層では 5 割を超える結果となりました。いずれも前

回調査から割合が高くなっており気がかりな傾向です。

　また、地域への愛着、住み続けたいという永住意思、地域のまとまりが良いという連

帯意識、住んでいる地域のために何か役に立ちたいという地域貢献意識などは、過去の

調査結果と変わらず高い水準を維持していました。

　さらに、交通、買い物、医療、教育、介護施設、子育てなどの生活環境評価も、山口

市全体でみると概ね良好な評価が維持されていました。これらの結果として、全体的に
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山口市地域福祉推進協議会　副会長
九州大学大学院人間環境学研究院　教授

高　野　和　良



｜第 2 章｜　地域福祉の現状等について

― 28 ―

みた地域の住み心地が良いとする人の割合は 8 割を超えています。また、過去調査と同

様に青年層が高い評価を行っていることも引き続き確認できました。しかし、自由記述

には、年齢を重ねることで自動車の運転が難しくなると買い物ができなくなるといった

不安も挙げられていました。言うまでもありませんが、生活環境の評価は、年齢や居住

地域によって差があることを踏まえ、支援を検討する必要があります。

　今回調査では、町内や地域内の行事へ参加している人の割合が大幅に減少しました（前

回調査 54.1％ → 今回調査 27.8％）。新型コロナウイルス感染症拡大による外出制限な

どの影響と思われます。そのためか、今後参加してみたい町内や地域内の行事について

も「特に何もしたくない」とする人の割合が 3 割を超え、前回調査（24.8％）よりも割

合が高くなりました。新型コロナウイルス感染症拡大以降の暮らしに変化はなかった人

は 5 割弱でしたが、一方で悪化したと感じている人の割合もほぼ同じ割合となりました。

また、感染症拡大に伴う不安や悩みを 6 割を上回る人が抱えていました。これらは一時

的な変化に留まるのかもしれませんが、地域社会で集まる機会が減少したことによる影

響は決して小さなものではないと思われます。こうしたなかで、ただ減少した地域福祉

活動への参加者だけを増やそうとしても、なかなかうまくいかないのではないでしょう

か。地域福祉活動も様々な地域活動のひとつであり、地域社会で多くの活動が行われ、

地域社会に関心を持つ人々が増えていくなかで、地域社会の課題に触れることによって、

地域福祉活動への関心も自ずと高まり、参加につながるものと思われます。近年、居場

所への関心が広がっています。なかでも、子ども食堂と呼ばれる活動は地域社会で存在

感を増しています。様々な世代が集い活動を行うことで、地域社会に暮らす人々の関係

が作られていますが、こうした新たな地域活動も手がかりとしながら、地域住民、町内会・

自治会をはじめとする様々な地域集団や組織、社会福祉協議会、社会福祉施設などの社

会福祉法人、そして行政も関わりながら地域社会で集まる機会を増やすことで、地域福

祉活動の基盤を築いていくことも求められているのではないでしょうか。
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